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Ⅰ 日本におけるインバウンドのCOVID-19流行前

後の推移 

近年、訪日外客数は年々増加傾向にあり、ラグビ

ーワールドカップが 2019 年に開催され、2020 年

に控えていたオリンピック・パラリンピックによ

りさらに増加することが見込まれていた。しかし、

2020 年 1 月より始まった COVID-19 の流行はその

様相を大きく変え、2020 年 4 月以降の訪日外客数

は前年度比より 99.9%の減少を示した（図 1）1。

 

大幅に減少した訪日外客の代わりに COVID-19

流行後のインバウンド診療の主体は在留外国人

となった。訪日外客と同様に日本における在留外

国人数は増加の一途を辿っており、2019 年末には

過去最高となる 293 万人に至った 2。在留外国人

についても少なからず COVID-19 流行の影響を受

け、減少が見込まれるが、少なくとも東京におけ

る減少幅は 2020 年 6 月と 2019 年 6 月を比較し

て、それぞれ 55.9 万人、56.4 万人とわずかに前

年を下回る程度であり（図 2）、訪日外客と比べれ

ば大きな変化がない状況である 3。 

 

 

 

Ⅱ インバウンドにおける COVID-19 感染リスク 

感染症法に基づく届出制度において、海外にお

ける感染か否かの統計はあるが、国籍についての

統計はないため、日本のインバウンドにおける

COVID-19 感染の疫学は明らかではない。検疫法に

基づく発生報告においては 2020 年 3 月から 9 月

の空港検疫の結果で陽性者 962名中 580名（60%）

が外国籍であったと報告されている 4。ただし、海

外から入国する際に実施される検査の結果であ

り、外国籍の対象が必然的に多くなる。また全体

の検査実数を見れば、検査陽性率は 0.4%（1,143/ 

268,572）と決して高くなく 4、海外籍の患者にお

ける COVID-19 罹患リスクが高いことを示さない

ものと考えられる。 

2020 年 3 月 9 日から 4 月 26 日にかけて国立国

際医療研究センターの発熱相談外来において PCR

検査を実施した 1,517 名のうち、外国籍の患者は

135 名（8.9%）で、全体の陽性率は 21.9％であっ

た 5。同時期の外国籍患者の陽性者数は 35 名、15

歳未満の対象は 2名のみであった。陽性率として

は 25.9%と、日本国籍の患者における陽性率

（21.5%: 297/1,382）と比べても有意な差はなか

った（Fisher 正確確率検定 p=0.23）。PCR 陽性者

の国籍は、大まかには東京都の滞在者数に比例し

たものであったが、それほど東京都における滞在

者が多くない A 国の国籍の患者が 12 名と多く含

まれていた。ただし、この 12 名の詳細をみると、

3 つのクラスターに由来していることが判明し、

さらに家族以外の友人知人との同居によるクラ

スター形成が多かった。日本における在留外国人

の 7%程度が家族以外の友人・知人と同居している

というデータもあり 6、日本国籍の者がどの程度

家族以外の友人・知人と同居しているかという正

確な統計がないため比較はしにくいが、経験的に

は留学生や途上国から来日した在留外国人は 2-5

人で集団生活をすることが多い印象がある。行動

が似通う家族と異なり、知人等との同居は様々な

感染リスクにさらされた者が一同に会するため、

いわゆる寮のような状態となり、空気感染や飛沫

感染の感染症クラスターが形成されやすい 7。ま

た、知人の症状や診断について把握をしておらず、

濃厚曝露者であってもその意識がない、あるいは

その意味を理解していない場合もあるため、注意

が必要な対象ではある。 

 また、在留資格のある外国人についても帰国の
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門戸が拡がり、さらにビジネス関連の渡航につい

ては今後も門戸が拡がっていくことになる。先述

の検疫でのデータでは陽性率が低い旨は言及し

たが、今後海外からの人の流入に際して適切なリ

スク評価は重要になる。また、2020 年 11 月現在、

日本の水際対策として入国から 14 日間は健康監

視の対象となるため、社会的にも特別な対応が必

要になる。ただし、医学的にリスクが高い対象か

の判断には、具体的にはホットスポットとなって

いる国からの入国者であるかを判断する必要が

ある。ホットスポットとなる国は刻一刻と変化す

るため、インターネット等で情報を逐一入手する

必要がある。幸い正確な情報を基にしたマッピン

グが行われており、参照できるデータは多い（例：

The New York Times, Coronavirus Map: Tracking 

the Global Outbreak “Hot spots”） 8。 

 結論として「インバウンド＝COVID-19 高リスク」

ではないが、日本における生活様式（集団生活）、

ホットスポットからの入国という点については

留意する必要がある。 

 

Ⅲ インバウンドにおける COVID-19 後の注意点 

a) 文化的な相違に対する配慮 

文化に対する配慮については、COVID-19 時代前

後で大きな変わりはない。出身国の文化背景を把

握しつつ、患者と話し合いながらお互いの許容範

囲について線引きをしていくことが重要である。

ただし、隔離病棟や療養先のホテルなどは急造の

施設も多く、環境整備（食事であったり、沐浴用

のシャワーであったり）が追い付いていないこと

も多い。また、小児は元々の受け入れ施設の少な

さもあり、インバウンドとなると併せて選択肢が

少ないことが現状である。 

 重箱の隅をつつくような問題であるかもしれ

ないが、COVID-19 の重症化と凝固能異常の関連が

示されてきており、US のコホート研究データから

抗凝固療法が予後改善に寄与する可能性が推定

されている 9。多数の RCT が計画され、結果を待

っているが、ヘパリン投与は酸素需要のある重篤

な COVID-19 の標準的治療となりつつある。ただ

し、ヘパリンは動物小腸由来の成分であり、日本

のヘパリン製剤はすべからくブタ小腸から抽出

されている。ブタ由来製剤は、イスラム教、ユダ

ヤ教、ヒンドゥー教などで避けられることもある

ため、COVID-19 への抗凝固療法のエビデンスが確

立しても、エビデンスの少ない direct oral 

anticoagulant などで対処する必要が出てくるか

もしれない。 

b) 言語への配慮 

在留外国人は、訪日外客と比べれば言語の問題は

少ないことが予測される。ただし、在留外国人に

おいても日本語を毎日使用する者は 50%強程度で

あり、30%弱の在留外国人が日本語能力に不安を

感じているという調査結果もある 10。特に病院と

いうシチュエーションにおいて困難を感じる者

が多い 11。また、表 1 のようにただでさえ不安が

生じることの多い新興感染症流行状況において、

第二言語不安はインバウンド患者には大きく影

響する。またインバウンドは日本国内の情報に対

して弱者化する可能性もある。これらのことから

在留外国人がインバウンド診療の中心となって

も言語の問題は依然として大きいと言える。 

 

 

言語的な問題を解消するには、「やさしい日本

語」12 や医療通訳を介したコミュニケーションが

必要となる。「やさしい日本語」は在留外国人のよ

うに簡単な日本語コミュニケーションが可能な

対象が多い現在では大きな効力を持つと考える

が、本稿においては割愛させていただく。 

医療通訳の整備は重要であるが、通訳者に対す

る感染対策も重要である。COVID-19 流行前のアン

ケート調査（回答率 37%）において、医療通訳者

に対する感染対策が未整備な施設もあり、麻疹等

の免疫について確認が行われていない施設も3割

程度存在したと報告している 13。COVID-19 流行後

の医療通訳者へのアンケートにおいては、医療通

訳者の 7 割強が COVID-19 を含む感染者の対応に

不安を抱きながらも、実際の通訳はほぼ対面で行
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われている現状が明らかにされた 14。通訳者側か

ら「感染予防策の研修・講習」「遠隔通訳」を望む

声が多く、医療通訳者に対する感染予防対策は未

整備である現状が明らかになった。COVID-19 の流

行は幸か不幸か遠隔対話の促進をもたらした。そ

の影響は遠隔通訳の整備においても見られてお

り、今後拡充することが予測される。また、十分

な整備ができない施設においても厚労省委託事

業を始めとして無料で利用できるサービスも多

く登場している。 

また、在留外国人に向けた COVID-19 関連の“公

平で、正確な”情報については日本公衆衛生学会

を始めとして提供されており 15、患者や相談者に

提供することも有用と考えられる。 

c）医療費についての諸問題 

2020 年 10 月現在、入院加療は保険が無くとも

公費負担の対象であるが、保険適応で検査を行う

際は公的医療保険加入が必要となる。在留外国人

がインバウンドの中心となる現在では、公的医療

保険の加入率は概ね 80-90%に達しており 16,17、訪

日外客中心のインバウンド診療よりはトラブル

は少ないことは想定される。オーバーステイ、仮

放免の場合の問題は残るが、未収金の問題は大き

くならないことが予想される。ただし、得てして

「公費負担＝全額無料」という考えに陥りがちで

あるのは外国人に限ってではないが、検査時の初

診料や勧告入院時の所得に応じた徴収額が発生

することを理解してもらう必要があるかもしれ

ない。 

 

Ⅳ 出入国に関わる問題 

1 月 23 日に中国湖北省武漢がロックダウンし、

1月 31 日 WHO が PHEIC を宣言した後、世界の様々

な国への交通は制限されるようになった。3 月 9

日には日本も入国制限を開始し、8 月 28 日時点

で、出入国管理及び難民認定法に基づき上陸拒否

を行っている対象地域は全部で159か国にまで増

加した。ただし、社会生活の維持に国交を制限し

続けることには限界があるため、7 月 29 日には、

国際的な人の往来再開に向けた段階的措置が開

始された。政府主導で行われた渡航制度は表 2に

示すレジデンストラック・ビジネストラックであ

る。いずれも有効な査証又は再入国関連書類提出

確認書、医療機関等での検査証明書が必要であり、

後者は 72 時間以内の検査結果を求められる。外

部検査会社では、早くとも結果到着まで 36~48 時

間はかかるため、一つの検査受け入れの障壁にな

っている。また、国によって検査条件が異なって

いる。例えば、ベトナム、タイのレジデンストラ

ックにおいて、使用する検体（唾液が可能か否か）、

検査方法（LAMP 等の検査方法が可能か否か）が異

なっている。 

前述以外の渡航が不可能であるわけではない。

相談者が在京大使館等に連絡し、条件付きで渡航

が可能であれば、その条件を満たすような証明書

を医療機関で入手するなどで渡航は可能になる。

概要は外務省ホームページ 18で参照できるが、情

報更新が著しいため、必ず当該大使館等での確認

を行なうように促す必要がある。 

また、在留外国人の場合には、再度、日本に再入

国する場合に日本出国前に追加的防疫措置に応

じる旨を誓約し、出入国在留管理庁から「受理書」

の交付を受ける必要がある。出国前にはこの点も

確認することも頭に置いておいてもよい。 

 

 

Ⅴ まとめ 

コロナ禍により昨年比から 99.9%減少した訪日

外客に代わり、在留外国人がインバウンド対応の

中心になっている。 

インバウンドは即ち COVID-19 の高リスクでは

ないが、ホットスポットの国からの入国者や家族

以外との集団生活をする患者では特にリスク評

価に注意が必要である。 

言語や文化への配慮は COVID-19 流行前と同様

だが、環境的な限界を納得してもらう必要がある。

また言語の障壁は重要な問題であるが、同時に医

療通訳者の安全に対する配慮も必要である。感染

予防の配慮が必要であり、遠隔通訳はその一つと



JICHA (Japan International Child Health Association) Journal                                          Vol.7 No.1 2020 

 

30 

なり得る。 

今後の海外渡航に際しては、個人・企業が各国

大使館等に確認の上で、ビジネストラック・レジ

デンストラックを含め、渡航に必要な証明書を確

認し、ニーズに合った証明書を発行することが求

められる。細かな違いから煩雑な業務であるが、

徐々に双方が理解し、制度が成熟していくことが

望ましい。 
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